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１．調査研究の対象と課題
　発展途上国が経済発展する段階において，模倣は
よく現れる。先進国の技術を学んで吸収し，自国の
経済を発展させるためである。中国においても，多
くの企業は，自社で技術革新を目指して研究開発を
行うより，世界トップの技術をいち早く吸収するこ
とを優先させる。自社における開発より模倣の方が
時間とコストがかからないからである。しかし中国
企業が高い技術吸収力を持つことにも寄与してい
る。とはいえ，それではインベーション１が現れる
ことはなく，いつまでも偽物作りが続き，世界トッ
プレベルの技術力や経済力をつけることはできな
い。したがって，中国企業自身のイノベーションが
必要になる。
　そのような中で，イノベーションを興そうとして
いる中国企業も存在する （Strategy&, 2016）。例え
ば，阿里巴巴集団（アリババグループ）である。丸
川は，中国で高いシェアを持っているアリババグ
ループの決済サービス Alipay （アリペイ） を「そ
うした創造的破壊こそイノベーションと呼ぶにふ
さわしい現象といえましょう」と評価した （丸川, 
2016: 3）。また，中国総合家電メーカーの海尔集团
（ハイアール･グループ），中国通信機器メーカー
の華為技術などのイノベーション能力も世界に認
められている（Boston Consulting Group, 2012, 
Clarivate Analytics, 2016, European Union, 
2016）。しかし，こうした企業は何れにしても模倣
から始めて，研究開発力を育て，自社研究開発を行
う流れを経ている。しかし，模倣からではなく，最
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初からイノベーションを目指して研究開発を中心に
行っている産業あるいは企業も中国には存在する。
筆者が着目するのは中国電動自転車産業の緑源グ
ループである。
　中国の電動自転車産業において，電動自転車に関
わる技術は，他の自転車やオートバイと共通する。
したがって，現存する技術を電動自転車に応用する
時間，すなわち開発のスピードが競争の主たる要因
になる。この様な産業で，緑源グループはどのよう
にイノベーションを興したのか，どのような変遷を
経て生き残ってきたのかを詳しく調査し，企業及び
産業の発展を分析した。
２．先行研究と調査方法
電動自転車のような新しい産業に関する研究は多
くない。先行研究が充分にはないことから明らかな
ように，電動自転車業界に関する資料は乏しい。ま
た，日本の上場企業のように業績を公表する義務が
ないことより，個別企業に関する資料はないに等し
い。そこで，本研究では緑源グループのキーパーソ
ンを訪ね，聴き取る方法により，一企業としての歴
史を振り返るとともに，創業時からイノベーション
を興す企業の事例として同社を分析することとし
た。
日本では，渡辺の論文がある （渡辺, 2010：145-
170）。しかし，電動自転車ではなく，主に自転車を
扱っていることに加え，刊行された2010年以降で，
かなり状況が変わっている。丸川，駒形は，発展途
上国の企業がローカルな市場，あるいは先進国企業
がまだ十分に開拓していない市場に向けて，先進国
企業を技術的に後追いするのではなく，技術を別の
方向に発展させることで市場の需要に応える製品や
サービスを開発する行動を「キャッチダウン型イノ
ベーション」と呼ぶ （丸川，駒形,  2012: 5）。これ
は，「逆イノベーション （Immelt, Govindarajan, 
and Trimble, 2009） 」や「倹約的イノベーション 
（Economist, 2010） 」と同じような状況を指すも
のの，これらが先進国から途上国への通常見られる
展開とは「逆」という意味であったり，先進国で利
用されている商品を基準としてそこから安価にな
るように機能をそぎ落とすという意味での「倹約
的」であったりするように，先進国の立場からの呼
び方であり，途上国から生まれてくる独創的や製品
やサービスを正しく評価しているとは言えない。そ
れに対し，「キャッチダウン」は途上国の視座から
の概念である  （丸川，駒形  2012:４-5）。そして，
「キャッチダウン型イノベーション」の具体例とし
て中国の電動自転車を挙げ，本研究対象である緑源
グループ会長による論文（倪, 2009, 倪, 2011）から，
データなどを引用している。しかし，事例として採
り上げているのは，完成品メーカーではなく，電動
自転車向けのブレーキを製造する部品サプライヤー
である。また，研究対象が日本の企業であることよ
り，完成品メーカーとして技術開発力や品質管理に
重きを置く緑源グループの独自性を研究しているわ
けではない。（丸川，駒形, 2012: 14-18）。
　調査を通じて，緑源グループはイノベーションを
目指して研究開発組織構造を変更したことを確認で
きた。チャンドラーは戦略が組織構造を規定しイノ
ベーションに影響することに言及している （チャン
ドラー, 2004）。また，Tirpakらは研究開発組織を
三つに分類（集中した研究開発組織，分散した研究
開発組織，ハイブリッド構造）２し，研究開発組織
とイノベーションの関連を述べた。確立された技術
基盤に基づいた研究開発は分散したアプローチがよ
りいい選択である３といい，さらに，分散した研究
開発構造は「プロジェクトと事業ニーズの一致を促
進させる，市場への投入時間を短縮させる，事業部
プロセスの効率性を影響する」という長所を持つと
述べた４（Tirpak, et al. 2006）。ここでの分散した
開発組織とは，研究と製品開発の分路を指す。綠源
グループの場合，基礎研究と製品開発の分離がイノ
ベーションの成功した要因である。本研究によっ
て，模倣相手がいない中国電動自転車企業緑源グ
ループがイノベーションを興した原因を実証的に明
らかにしたい。
インタビュー調査の概要は次のとおりである。
・調査の目的：①　 緑源グループの歴史を通じ
て，イノベーションを興した
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原因を明らかにする。
　　　　　　　　②　 創業時からイノベーションを
興す企業を分析する。
・調査の方法：聴取調査
・調査日時：2015年４月 ～ 2017年７月
・調査場所： 中国国内（詳細は表１：聴取調査リ
スト）
・調査時間：ひとりにつき毎回１時間 ～ ２時間
・調査対象者： 緑源グループ創業者ならびに経営
陣合計３人 （詳細は表１：聴取調
査リスト）
・主な質問事項：①　緑源グループの起源
　　　　　　　　　②　 緑源グループの研究開発部
門に関する歴史
　　　　　　　　　③　 緑源グループの現状 （年間
生産量，生産拠点，主な技
術及び製品） 
　緑源グループおよび電動自転車産業に関する文献
資料に限りがあるため，本研究の分析は聴取調査に
より集めた記録に依拠しているからである。表１：
聴取調査リストに記載したように，緑源グループの
キーパーソン３名，すなわち会長，副社長・華東事
業部長，そして研究開発センター長から話を聴くこ
とができた５。必要に応じて聴き取り調査を実施し
たため，期間は2015年から2017年にまで亘ってい
る。また，調査結果及びデータを論文形式で公表す
ることの了承も得ている。
３．中国電動自転車産業と緑源グループ
３．１　中国電動自転車産業の形成と発展
　中国の電動自転車産業には，模倣する相手がいな
かった。市場の出現と拡張に対応して，供給能力を
創出し拡充させ産業として発展させたという意味に
おいて，模倣の対象がなかったのである。もちろん
技術的には欧米が先行していた。
1830年代，スコットランド人ロバート・アンダー
ソンによる電池とモーターを取り付けたワゴンが世
界最初の電気で動く車である。それから数十年に
亘って，ヨーロッパとアメリカの科学者は，さまざ
まなフォームの電気自転車を製造しようとしてい
た。1895年と1897年に，アメリカで電気自転車に
関する特許が付与された。それらは電気自転車産業
の最初の知的財産権と見られている（倪, 2010）。
　中国では，電気を使って動く自転車は全て「電動
自転車」と呼んでいる。車型から分類すると，電動
自転車，電動スクーター，軽型電動オートバイなど
が全部含まれる。電動自転車に関する国家標準を修
正している段階のため，車型の線引きも曖昧であ
る。したがって，本稿では「電動自転車」という用
語に統一する。
　1958年，中国では電気交通手段の研究開発を始
めた。1970年代の石油危機で，周恩来総理のサポー
トにより，政府が数百万元の資金を提供し，清華
大学で電気自転車の開発を始めた。1983年，上海
表１：聴取調査リスト
No. 氏名 社名 肩書 日時 場所
１ 倪捷 緑源グループ 創業者・会長
2015年４月29日（水） 13：00-14：00 緑源グループ本社社長室
2015年７月13日（月） 14：00-16：00 緑源グループ本社社長室
2015年11月26日（木） 16：00-18：00 緑源グループ本社社長室
2016年７月12日（火） 18：00-19：00 緑源グループ本社社長室
２ 陳文勝 緑源グループ 副社長・華東事業部部長
2015年５月４日（月） 16：00-17：00 緑源グループ華東事業部部長室
2015年７月15日（水） 16：00-18：00 緑源グループ華東事業部部長室
2015年11月30日（月） 17：00-19：00 緑源グループ華東事業部部長室
2016年３月２日（水）09：00-11：00 緑源グループ華東事業部部長室
2017年７月29日（土） 09：00-12：00 緑源グループ華東事業部部長室
３ 張芳勇 緑源グループ 研 究 開 発 セ ンター長
2015年５月４日（月） 09：00-11：00 緑源グループ研究開発センター長室
2015年７月15日（水） 14：00-15：30 緑源グループ研究開発センター長室
2015年12月３日（木） 14：00-17：00 緑源グループ研究開発センター長室
2016年３月３日（木）09：00-12：00 緑源グループ研究開発センター長室
2016年７月14日（木） 09：00-11：00 緑源グループ研究開発センター長室
出典：聴取調査より筆者作成。
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自転車第二工場で「永久牌DX-130」６の試作に成功
した。「永久牌DX-130」は，150WコラムDCモー
ター，24V乗用車用普通鉛蓄電池を利用していた。
同車は1984年に生産を始めたが，市場を拡大でき
ず，1991年まで総計4.5万台を生産し，805台を輸出
するにとどまった。　
　1995年，清華大学は，初めてインホイールモー
ターを使用した電動自転車を開発した。同年，南京
天地国際グループは中国でブランド「大陸鴿」７を発
売した。この車型は180Wブラシ付きプリントモー
ターと24V鉛蓄電池を使用していた。「大陸鴿」は
シンプルで，乗りやすく，低騒音のため消費者に受
け入れられ，電動自転車産業の発展を導いた。電動
自転車第一次ブームである。1997から1999年の間
には，天津，江蘇，浙江等で自転車メーカーが電動
自転車の生産に着手し，電動自転車専門のメーカー
も現れた。それにより，今に至る中国電動自転車第
二次ブームが興った（趙, 2007）。
　日本では，1979年パナソニックが電動自転車を
発表したが，普及させることができなかった （丸
川， 駒 形， 2012: 14-18）。1989年， ド イ ツ 企 業 
Herculesは「Electra」８ を開発した。また，1990
年，スイス企業Velocityは，モーターを利用して
助走するぺダルアシスト・システム付き電動自転車
「Dolphin」９を発売した（倪，2010）。しかし，どち
らも市場で生き残ることはできなかった。そして，
世界初の電動アシスト自転車と呼ばれるヤマハが
作った「PAS」10は1993年に日本で発売される（ヤ
マハ発動機株式会社　製品サイト）。現在，日本で
売られている電動自転車はほぼペダル付き電動アシ
スト自転車であり，電動スクーターなどを含めても
中国ほど大きな市場ではない。すなわち，中国電動
自転車産業の発展においては，模倣する相手が存在
しなかった。
　中国電動自転車の研究開発は1970年代から始め
られ，90年代から製品化し始めた。1998年には5.8
万台しかなかった中国電動自転車市場は，2000年
に入って成長期に突入した。2005年の景気減速に
もかかわらず，電動自転車産業は急激に発展し，
2013年の中国電動自転車生産量は3,695万台まで伸
びた。その結果，消費者の電動自転車の品質に対す
る要求も高くなった。2015年までの15年間で，電
動自転車の保有台数は２億台以上に増加した。それ
は，生産台数の拡大と共に，消費者の電動自転車の
質への要求が高まることにつながる。また，国内だ
けでなく世界中へ輸出することとなり，今や中国は
世界最大の電動自転車生産国となっている。
３.２　緑源グループ11と競争相手
　緑源グループは，1990年代の電動自転車ブーム
を興した先発企業のひとつであり，現在では中国電
動自転車企業の中でトップクラスにある。その緑源
グループがイノベーションを興した原因は何か，こ
の問いに答えるため，まず中国電動自転車産業およ
び緑源グループの形成と発展の流れをまとめる。
　1995年，南京大陸鴿が中国電動自転車産業で初め
て本格的な電動自転車を市場に出した。当時，金華
緑源，上海千鶴，南京大陸鴿が代表的な企業として
電動自転車の研究開発を始め，中国電動自転車産業
ブームの幕が開けた。
　2000年に量産化段階に入る。それまで電動自転車
の販売促進に苦労をしていたが，各都市のオートバ
イ禁止令などの法令をきっかけに，多くの企業が業
界に参入し始め，中国電動自転車産業が大規模化し
始めた。その結果，2005年からの業界内での激しい
競争により，技術力が大幅にレベルアップし，中国
電動自転車産業は急速に発展し始めた（趙, 2007）。
そして先発電動自転車企業の３社が激しく競争し
た結果，緑源と他の２社との差が広がり始めた （図
１） 。また，後述する後発企業が台頭し始めた。
中国で最初に電動自転車業界を展開した企業の中
で，現在でも，技術力，影響力，年間生産量の総合
評価で最高ランクに入るのは緑源グループのみであ
る。図１からその事実が読み取れる。1997年の創業
から20年しか経たないが，中国電気自転車産業の中
では，歴史のある企業である。したがって，緑源グ
ループの企業史は中国電気自転車史と言っても過言
ではないだろう。
図２は，後発の電動自転車メーカーと緑源の競争
関係を示している。後発の電動自転車メーカーの中
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で注目すべきは，新日電動車，雅迪電動車と愛瑪電
動車の３社である （図２）。2015年，中国電動自転
車総生産量3,257万台のうち，緑源グループが177万
台（市場シェア5.4%），新日電動車が142万台（市
場シェア4.4%），雅迪電動車が312万台（市場シェ
ア9.6%），無錫愛瑪電動車が109万台（市場シェア
3.3%）を占める。緑源グループを加えた４社は，
中国の代表的な電動自転車大手企業であり，業界で
総合評価がトップレベルの企業でもある。
2008年までは，1999年創業の新日電動車が業界
図１　先発３社の電動自転車年間生産
出典： 緑源グループ提供による企業データ，ならびに中国自転車協会助力自転車専業委員会，『電動自転車』
の統計（緑源グループ以外）を基に筆者作成。
図２　代表的な電動自転車企業の現状（年間生産量）
注：新日電動車は天津新日と江蘇新日の生産量を含め，津蘇合計で表記する。
出典：図１と同じ
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の技術をリードしていた。中国科学院，清華大学，
江南大学など多くの大学と産学官連携を形成したこ
とによる。中国電動自転車の起源である清華大学研
究院も，産学官連携先のひとつである。2001年に
創業した雅迪電動車は，アメリカ企業 Lightning 
Motorsと戦略協定を締結し，共同研究開発を行っ
ている。2015年にハイエンド電動自転車の開発を
行い，それによって，年間生産量が300万台以上に
増えた。愛瑪電動車は，電動自転車の生産を始めた
愛瑪科技が1999年に設立した自転車製造企業であ
る。業界で有名な販売チームを持ち，自転車販売時
期から繋がって販売能力が業界トップレベルとなっ
た。一方，緑源グループは後発３社とは違い，産学
連携や外国企業との提携ではなく，自社で研究開発
を行っている。すなわち，緑源グループ自身がイノ
ベーションを興したのである。　　
４．緑源グループのイノベーション
　本論文の「⒋緑源グループのイノベーション」
「６．緑源グループの開発戦略と組織形成」におけ
る緑源に関する記述は、全て聴き取り調査によって
得た情報に基づく。
緑源グループの自主開発車「MK」12はフレームか
ら緑源グループで自主設計し，当時の電動自転車産
業で取り扱っていない技術を利用した完全に自主開
発の車型である。2008年に開発プロジェクトを始
め，2009年から市場に出し，３年間で20万台を販売
した。「MK」の販売により，緑源グループの年間
生産量は2009年からの２年間で大幅に増えた。同
時期に，トップ４社で成長率が一番高いのは緑源
グループであった。この後，他企業による「MK」
の模倣車が売り出された。「MK」は緑源グループ
で初めて成功した自主車13であり，代表車型でもあ
る。現在もその昇級車14（自主開発車のバージョン
アプ版）を販売している。この成功の後，2012年の
「MG」15（時代騎士モデル），2016年の「MAA」16（ド
ラえもん・モデル，ハローキティ・モデル）など、
緑源グループは次々に自主車を市場に投入してい
た。こうして緑源グループは「MK」の開発によっ
て，電動車市場において，イノベーターの地位を確
立したと言ってよい。「MK」以降，相次いで自主
車を開発しているからである。そこで次に，「MK」
の開発に至る，緑源グループによる研究開発組織の
形成について検討する。
４．１　電動自動車からのヒント
　緑源は，創業当初から製品の自主開発を目指して
いた。1995年，金信テクノロジーベンチャーでゼネ
ラルマネージャーを務めていた倪捷（ゲイ・ショウ，
後の緑源グループ会長） が北京有色金属総院で，あ
るプロジェクトを視察した。そのプロジェクトは電
気自動車の開発を目的としていた。倪が「電気自動
車は時間がかかりそうなので，自転車にしたらどう
か」と助言をしたことをきっかけに，北京有色金属
総院は一週間後に電動自転車を作り出した。当時の
記憶を振り返り，倪は「すごく簡単な仕組みではあ
るが，そんなに早く作れるのは，多分必要な技術が
すでに開発されていたのだろう」と話した。実際に，
倪が与り知らぬところで，電動自転車に関する研究
や開発がすでに行われていた。一方，インターネッ
トがまだ普及していない時代に，倪は北京図書館の
工業資料室で電動自転車の関連資料を調べ，電動自
転車を製造する企業の資料も集めた。その中には，
日本の三洋電機が作った電動自転車チラシもあっ
た。それらの資料を通じて，倪は電動自転車がすで
に海外の大企業に認識され，開発されていたことを
知った。そして，中国の市場需要に応じた電動自転
車に可能性を見出した。市場は明らかに存在してい
るので，問題は技術だけと考えた倪は，独自技術開
発と特許の取得に力を注いだ。大学で経済学の教授
を務めていた倪は特許について詳しく，真似ではな
く，独自のものを開発，製造することを決めた。
　1996年，倪はモーターの設計に専念し，妻の胡継
紅 （後の緑源グループ社長） がコントローラーと充
電器を作った。そして北京有色金属総院から電池の
提供を受け，約３カ月後，自転車に自ら作った電動
システムを付けた緑源の第１号電動自転車が，二人
の自宅地下車庫で誕生した。倪は「電動システムを
設計する時，他人の特許を侵害しないように設計図
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を描いていた。それが初めての革新である」と述べ
ている。
４．２　初期戦略
　倪は，知的財産権の認識を持っていた。そして長
期的な発展目標に応じて技術を向上させる戦略で緑
源を創業した。倪はその戦略を実行するにおいて大
事なのは「自分の製品」を作ることだと話した。業
界の形成時期，電動自転車は自転車に電動システム
をつけるという単純な仕組みであった。1997年設
立した緑源電動自転車は，1999年まで，自社開発し
た電動システムを生産し，自転車につける改造事業
を行っていた。しかし，まだ完成車を生産する能力
を持っていないにも関わらず，倪は，業界の発展と
ともに，オリジナルの外形，新しい技術の応用，よ
り複雑な構造などを求める時期が必ず来ると考えて
いた。それで倪は，創業初期，緑源に技術部を設立
した。
４．３　創業初期の技術部̶R&Dのスタート
　緑源は技術部を設立して，基礎研究と製品開発
を行おうとした。基礎研究（Research）とはモー
ターをはじめとする基礎技術の研究を，製品開発
（Development）とは製品としての電動車そのもの
の開発を指す。しかし，当時の緑源の中心事業は完
成車の生産ではなく，改造事業だった。すなわち，
主な製品は電動システムである。そのため当時の技
術部は，基礎研究と製品開発が異なることを認識で
きなかった。やがて完成車を生産するようになって
も，技術部はモーターの研究から完成車の開発まで
行っていた。さらに，技術部は開発だけではなく生
産管理も行なうなど，電動自転車に関わる広範囲の
役割を果たしていた。
当時の緑源においても技術部は重要ではあった
が，部門にはなっていなかった。しかしながら，創
業初期からR＆Dに関する部署を持っている中国企
業は非常に珍しい。緑源は，その初期の戦略に従っ
て，緑源グループを形成する現在までに至る。緑源
グループの発展の流れを表２に参照する。
表２：緑源グループ年表
年 出来事
1995 倪が電動自転車の存在を知る
1996 第１号の電動自転車完成
1997 緑源を創業
1998 自転車生産企業に電動システム及び技術サ
ポートを提供
1999 モーター生産拠点を浙江省金華市に設立，
完成車生産開始
2006 検測機械を購入，本格的な研究開発開始
2007 緑源がグループに発展
2008 研究開発センターを設立，基礎研究と製品
開発を分離
2009 自主車「MK」を市場に投入
2012 自主車「MG」を市場に投入
2013 事業部制にし，各事業部研発課を設立
2016 自主車「MAA」を市場に投入
出典：聴取調査より筆者作成。
５．緑源グループの開発戦略と組織形成
５．１　イノベーションを目指した自主車開発
中国電動自転車企業は，自主車，参考車，昇級車，
の３種類の製品を生産している。自主車は，自社で
フレームから設計し，開発された新しい車型であ
る。参考車は，国内及び海外市場にすでに存在して
いる車型を参考にし，構成部品を入れ替えた車型で
ある。昇級車は，自主車に基づいてバーションアッ
プした車型である。それぞれの開発プロジェクトを
完成するには，コスト，設計期間，投入人員が大き
く異なる。特に設計は，参考車や昇級車のプロジェ
クトでは数ヶ月で完成するのに対し，自主車の場合
は１年半から２年かかる。したがって，中国電動自
転車業界では自主車を生産している企業は多くない
一方，緑源グループの開発は自主車が中心である。
倪は，自主車に重心を置く方針に基づき長期的な企
業戦略を決めている。
　中国電動自転車市場では参考車だけ作るメー
カー，組立だけするメーカーが数多いが，なぜ緑源
グループは自主車の生産にこだわるのか。「簡単な
仕組みのため差別化しづらい」と話した倪は，業界
の発展に伴って参入する企業が増えるため，他社と
の製品の差別化をしなければならないと創業時から
考えていた。緑源グループ華東事業部部長の陳文勝
も，「最初から技術で勝ち残ることを考えてきたた
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め，20年間の技術を電動自転車に活かすことに専
念している」と述べていた。また，緑源グループ研
究開発センター長の張芳勇は，「自動車メーカーと
同じように，電動システム（エンジン） が完成車の
基幹部品であるため，オリジナル電動システムの開
発が緑源の売りになるよう努力し続けている」と話
す。これらのことより，緑源グループは，イノベー
ションを目指して研究，開発及び生産を行う組織と
いうことが分かる。
５．２　本格的な研究開発開始
　緑源は2004年から自主車設計及び生産を始めて
いたが，市場での反応が思わしくなく，なかなか成
功できなかった。前述したように，中国電動自転車
産業では開発スピード，すなわち，開発の効率性が
競争の要因である。より良い製品をより早く市場に
出すことが緑源の課題であった。そこで緑源が最初
に考えたのは開発部プロジェクトで効率が最も悪い
検測の改善である。新しく作った部品の性能を確認
するために，一つずつ検測する必要がある。しか
し，当時の緑源は外部の検測機関に検測を頼むしか
なかった。それには時間やコストがかかりすぎる。
そこで，2006年，緑源は日本から１セットの部品検
測機械を購入した。電動システムの検測，サスペン
ションの検測など電力から機械に至る電動自転車に
当てはまるすべての部品の検測機能を持つ。業界初
の検測機械の購入により，コストと時間を効率化で
きた。緑源が，本格的な研究開発を始めるきっかけ
となった。
５．３　研究開発と製品開発の分離
　検測機械の購入で研究開発のコストと時間を効率
化できたものの，自主車の成功に導くことはできな
かった。最大の問題は技術部に所属しているエンジ
ニアに明確な役割分担がなかったことであった。基
礎研究と製品開発の両方を担っていたエンジニアも
いた。電動自転車の部品は，パワーパーツ，電装
パーツ，フレームパーツ，外装パーツ，快適パーツ
の５つに大別される。パワーパーツとは，電動自転
車に動力を与えるモーター，コントローラー，充電
器，そして電池のことである。これらは，「電の４
大件」と呼ばれる。電装パーツとは，パワーパーツ
以外の電気に関わる部品である。フレームパーツと
は，フレームなど車体を構築する部品である。外装
パーツとは，バックミラー，サドルなど，車体に載
せる部品である。快適パーツとは，ブレーキ，タイ
ヤなど乗車時の快適性のための部品である。業界で
共通している部品もあるが，設計及び生産で競争相
手と差別化しなければならない部品もある。それら
の部品別に，最低限の専門知識が必要である。とこ
ろが専門に応じた仕事の役割分担が整備されていな
いと，エンジニアの特長を発揮し難い。さらに専門
と適合しない仕事を任せる可能性もあった。
そこで，倪は組織の再編を検討し始めた。2008年
に経営層は，日本でトヨタ自動車の見学をした。そ
の結果，自主車が成功できないのは，技術部の役割
分担がはっきりせず，自主車の設計に専念すること
ができなかったことが原因であると認識した。そこ
で，技術部を二つの組織に分離した。すなわち基礎
研究のために技術部から独立させて設立した研究開
発センターと，製品開発に専念する技術部である。
研究開発センターは本社に所属し，電動自転車の
重要部品の基礎的研究を行う。電機，電気コント
ローラー，電源，AI  （Artiﬁcial Intelligence，人
工知能）化，機械の５部門に分けられ，１部門３人，
計16人で構成される。そして，すでに生産，販売部
門を持っていた緑源は，技術部で製品開発に専念で
きるようになった。
研究開発センターが独立した後，基礎研究を中心
にするエンジニアと製品開発を中心にするエンジニ
アを分けたことにより，各自が専門に基づく仕事を
行えるようになった。その結果，仕事の効率が上
がった。基礎研究を中心とする研究開発センター
は，基礎的な技術成果を技術部に提供するように
なった。技術的サポートを得る技術部は市場部門と
連携し，市場が求めている製品を開発しやすくなっ
たのである。これにより専門化したエンジニアの能
力が向上しただけではなく，製品開発プロジェクト
の効率もかなり上がった。
翌年の2009年に，「MK」の開発プロジェクトを
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１年半で完成させ，その製品は市場で広く受け入れ
られた。それまでの自主開発プロジェクトは，２年
以上にはかかっていた。つまり，基礎研究と製品開
発の分離は，「MK」の成功に導き，緑源グループ
のイノベーションに繋がったと言える。
５．４　地域に合わせた独自開発部門，生産部門
　2008年７月，緑源グループは福建一洲動力科技を
買収した上で，緑源グループの浙江緑源動力と福建
一洲動力科技を合併させ，正式に電池の規模生産を
始めた。同年10月，北方面生産拠点である緑源電動
車 （山東） 会社を設立した。2011年４月，電動三輪
車の生産を専門とする緑源江蘇生産拠点を，2012
年に緑源電動車江蘇会社を，2013年１月には緑源
電動車広東会社を設立した。緑源華南生産拠点で
は，電動自転車，電動オートバイ及び部品研究開発
を行っている。その後，2015年７月に江蘇無錫生産
拠点を，2015年９月にはベトナムで「LIVINA株式
会社」を設立した。緑源は，浙江省金華市で立ち上
げた浙江緑源電動会社から出発したが，やがて福建
省，山東省，江蘇省そして広東省に，生産拠点を形
成した。こうして広大な中国の市場に製品を供給す
る体制を整えて行った。これらの生産拠点は別会社
の形をとっているが，緑源グループを構成する。各
生産拠点の概況は表３で示している。
2013年まで各生産拠点では，緑源グループ本社
に相当する浙江緑源電動車会社で開発した車型を地
域向けに調整を行うだけだった。つまり，本社以外
の生産拠点では自主車が存在しなかったのである。
だが，広い中国電動自転車市場では，製品ニーズの
地域差は大きい。生産拠点の広がりとともに，本社
以外の拠点も地域向けの自主車を開発しようとした
緑源グループは，事業部制に変更した。山東省の生
産拠点は北方面の市場に向け，簡易型電動自転車を
中心に生産していた。また，最初は南方生産拠点の
広東会社も，南方市場向けの商品に調整する必要が
出てきた。すなわち，各生産拠点にも製品開発力を
求めることになった。そこで，本社の研究開発セン
ターの成果を各生産拠点で応用できるよう，各生産
拠点を事業部制にして「研発課」を置く組織改革を
行った。
　2013年，国内各事業部を立ち上げ，浙江省を拠点
とする華東事業部，緑源電動車（広東）会社を拠点
とする華南事業部，緑源電動車（山東）会社を拠点
とする華北事業部，及び緑源電動車 （江蘇） 会社を
拠点とする三輪車事業部の４つに分けた。他には，
浙江省モーター生産拠点が，モーター事業部を扱う
研究開発センターとともに緑源グループの一部門と
表３：緑源グループの生産拠点
　 浙江生産拠点
浙江百ムーサ
ポート拠点
福建生産拠点 山東生産拠点 江蘇生産拠点 広東生産拠点
社名
浙江緑源電動
車会社
緑源グループ
に所属
福建一洲動力
科技会社
緑 源 電 動 車
（山東）会社
緑 源 電 動 車
（江蘇）会社
緑 源 電 動 車
（広東）会社
所属事業部 華東事業部 モーター事業部 　 華北事業部 三輪車事業部 華南事業部
所在地 浙江省金華市 浙江省金華市 福建省福安市 山東省沂南県 江蘇省豊県 広東省東莞市
設立（年） 1999 2007 2008 2008 2012 2013
資本金（万元） 16,000 　 1,500 8,000 16,000 1,000
従業員数（人） 2000 300 600 1200 500 300
生産台数（万台） 120 100 500 200 30 20
生産製品
豪華型電動自
転車
車体など重要
部品
電動自転車専
用鉛蓄電池
簡易型電動自
転車、鉛蓄電
池
電動三輪車
豪華型電動自
転車
研究機能 ○ ○ 　 　 ○ 　
開発機能 ○ ○ ○ ○ ○ ○
生産機能 ○ ○ ○ ○ ○ ○
販売機能 　 　 　 　 ○ 　
出典：聴取調査を基に筆者作成。
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して所属する。また，福建電池生産拠点が単独で各
完成車事業部に電池を提供する。金華市に立地する
本社の研究開発センターが各事業部に基礎研究の成
果を提供し，電の四大件について技術支援も提供す
る。各事業部は独自開発部門，生産部門を持ち，地
域に合わせた独自開発を行っている。それらの中
で，電動自転車完成車を中心に事業を行なっている
のは華東事業部，華南事業部，華北事業部である。
このことにより，各事業部は地域の道路事情や市場
の違いなどを考慮した製品を，フレーム段階から開
発できるようになった。それら製品開発を支える基
礎技術は，研究開発センターが提供することになっ
た。図３で示したように，本社技術部だけに技術的
サポートを提供していた研究開発センターは，各事
業部研発課にも提供するようになった。改革後，各
事業部の中で，研発課は本社の研究開発センターか
ら技術成果を受け，事業部別のマーケティング課か
らの市場報告に基づき製品開発を行うことになっ
た。本社技術部に集中していた製品開発力は各事業
部研発課に分散した。すなわち，緑源グループの研
究開発組織構造はより分散化にした。その後，華南
事業部，華北事業部も自主車を市場に出すことがで
きた。
　ここで改めて，図３に基づき，緑源グループにお
ける研究開発組織の変遷をまとめておきたい。歴史
的にその変化を見ると，３つの段階に分けることが
できる。第一段階は，1997年から2008年までの11
年間である。自主的に製品を開発するには技術部が
なくてはならないという会長の強い意思と戦略に従
い，創業時から技術部を持った。そして開発を進め
たが，成果は芳しくなかった。2004年からは自主車
の開発を行ったが，評判は良くなかった。企業設立
当初は，製品の能率を測る検測機能を外部に発注し
ていた。それで，まず検測機械を日本から購入し，
自主的に検測できるようにした。
　第二段階は，技術部を二つに分けた2008年から
2013年までである。すなわち，基礎研究を行う研
究開発センターと製品開発を行う技術部に分けたの
である。基礎研究部門と製品開発部門の分離は，分
業による開発能率の向上をもたらした。各部門のエ
ンジニアが，専門に特化することにより能率が向上
したのである。そして開発時間の短縮を実現した。
モーターのような基礎的な技術の開発には時間が必
要である。他方，製品開発は，スピードが要求され
る。電動自転車は，製品の技術が自動車ほど複雑で
はないために，新車の開発期間が短くかつ新規の企
業参入も比較的容易である。このような市場におい
ては，製品開発の期間を短くする必要が大きい。そ
図３：緑源グループの研究開発組織構造の変化
　　　　　　　出典：筆者作成。
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れが競争優位条件となるからである。基礎研究と製
品開発の分離が，緑源の製品開発における競争優位
を作り出した。
　第三段階は，2013年から現在に至る時期である。
各事業部に，独自の製品開発部門を設置した。図３
の研発課である。中国は市場が広大なため，市場ご
とに顧客の嗜好が異なる。また，地域ごとに気候，
道路条件，標準などが異なり，ニーズが多様化する。
それゆえ，市場に合わせて製品開発を行うことが望
ましい。そこで，緑源グループは，地域別の製品開
発体制を整えたのである。そのための基礎的な技術
は，研究開発センターが供給する。
６．まとめと今後の課題
　本稿では，中国電動自転車及び代表的な電動自転
車企業である緑源グループの歴史を振り返り，緑源
グループの形成及び発展の過程を示した。緑源グ
ループを立ち上げ，長年貢献している経営層への質
問から，技術に重きを置いていることが明らかと
なった。同業他社と比べ，目立った宣伝をせず，大
きな販売ネットワークもない。それでも緑源グルー
プが業界トップに立てるのは，製品そのもので勝負
してきたからと考えられる。緑源グループは，独自
に研究開発を続けることで，技術を向上させ，常に
電動自転車業界をリードしてきた。優れた製品は，
緑源の研究開発によって支えられている。
　緑源グループの研究開発の発展を振り返り，注目
されるのは組織構造である。緑源グループの発展と
ともに，組織構造も変革した。まず，市場に認めら
れる自主車を成功させるために，研究開発センター
の独立に伴う基礎研究と製品開発の組織を分離し
た。そして，広大な市場に対応した自主車を開発す
るため，事業部制にして，地域に合わせた独自開発
部門と生産部門を設けた。その結果，緑源グループ
は，市場で評価の高い自主車を開発することができ
た。したがって，緑源グループで興したイノベー
ションは組織構造の変革による産物と考えられる。
　緑源グループの研究開発組織構造の変革は，緑源
の戦略に基いていた。緑源グループの創業初期，「技
術で勝ち残る」という戦略を決めていた倪は，R＆
D部門を持つようになった。そして，業界の発展と
ともに「自主車を成功させる」ために，組織を再編
した。その結果，戦略的目標を達成し，イノベー
ションも興した。次の段階で「各生産拠点も自主車
開発力を持つ」という戦略に応じて事業部制に変更
し，本社だけではなく，各事業部も開発部門を持ち，
自主車を開発するようになった。結果として，企業
を発展させるとともに，イノベーションを興すこと
にも成功した。緑源グループのケースでは，企業の
組織的構造と戦略はイノベーションに影響すること
を検証した。
　さらに，製品開発スピードが競争優位条件となる
中国電動自転車産業では，緑源グループの組織的構
造の変遷もTirpakらの「確立された技術基盤に基
づいて分散した構造はプロジェクトと事業ニーズの
一致を促進させる，市場への投入時間を短縮させ
る，事業部プロセスの効率性を影響する」を検証で
きる。
　中国電動自転車産業のような新産業で，基礎研究
と製品開発の分離はよりイノベーションを興す。緑
源グループでイノベーションを興した直接の原因は
基礎研究と製品開発の分離であるが，その根底にあ
るのは企業の戦略であった。緑源グループは，多く
の中国企業が「模倣」で価格戦争に勝つことを目指
しているのとは異なり，最初から「自社開発製品で
生きて行く」を掲げ，研究開発を重視することで企
業を発展させてきた。すなわち，緑源グループでイ
ノベーションを興したのは企業の戦略で決まったも
のである。
　本研究により，緑源グループが基礎研究部門と製
品開発部門を分離した事でイノベーションを興し，
「MK」を開発できたことを明らかにした。それで
はなぜ，部門の分離によりエンジニアの能力が向上
し，開発の成果に結びついたのか。この点を中心に
今後の研究を深めていきたい。
注
１　シュンペーターは「新結合」という概念を示し，次
の５つの場合を含むとしている。① 新しい財貨あるい
は新しい品質の財貨の生産，② 新しい生産方法，③ 新
274
しい販路の開拓，④ 原料あるいは半製品の新しい供
給源の獲得，⑤ 新しい組織の実現 （シュムペーター, 
1977: 182-183）。この「新結合」は，後に「イノベーショ
ン」と言い換えられている（シュンペーター,  2016: 
247, 304）。
２　Tirpak, T. M., Miller, R., Schwartz, L. and 
Kashdan, D. （2006） R & D Structure in a Changing 
World p.21
３　Tirpak, T. M., Miller, R., Schwartz, L. and 
Kashdan, D. （2006） R & D Structure in a Changing 
World p.21 Table 1.
４　Tirpak, T. M., Miller, R., Schwartz, L. and 
Kashdan, D. （2006） R & D Structure in a Changing 
World p.22 Table 2.
５　緑源創業者である倪捷会長により，副社長・華東事
業部長の陳文勝と研究開発センター長の張芳勇を紹介さ
れ，聴取調査においては，外部には公表されていない
データも含めて協力していただいた。調査結果及びデー
タを本文の形で公表することも承認されている。
６　「永久牌DX-130」とは，上海自転車研究所により研究
開発された電池で動く自転車のブランド名である。
７　「大陸鴿」とは，南京天地国際グループにより研究開
発された電池で動く自転車のブランド名である。
８　「Electra」とは，Herculesにより研究開発されたモー
ターを利用した電動自転車のブランド名である。
９　「Dolphin」とは，Velocityにより研究開発されたモー
ターを利用して助走するぺダルアシストシステム付き電
動自転車のブランド名である。
10　「PAS」とは，ヤマハが研究開発したペダル付き電動
アシスト自転車のブランド名である。
11　緑源は1997年に創立され，2007年にグループとなる。
そこで，本稿において，2007年より前の事象については
緑源，それ以降については緑源グループと表記する（表
２参照）
12　「MK」は，緑源グループが2009年に市場で販売始め
たシリーズのブランド名である。
13　後述するが，自主車とは自社でフレームから設計し，
開発された新しい車型である。
14　後述するが，自主車に基づいてバーションアップし
た車型である。
15　「MG」は，緑源グループが2012年に市場で販売始め
たシリーズのブランド名である。
16　「MAA」は，緑源グループが2016年に市場で販売始
めたシリーズのブランド名である。
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